
H312.6時点

【訪問リハビリテーション】

※現時点の回答であり、今後国から発出されるＱ＆Ａ等により変更することがあります。

NO 項目 質問 回答 根拠法令等

1 運営 診療報酬情報提供書の様式はあるか。 ない

2 運営 指示書の様式はあるか。 ない

3 運営

利用者のかかりつけ医が事業所の医師ではない場
合、減算の扱いとなるが、指示期間が改定前から６ヶ
月で今年６月または７月までとなっている場合は、 指
示は有効か。

基礎となる診療の日から３月以内の場合は有効である。

4 報酬
事業所の医師がやむを得ず診療を行わなかった場合
に、２０単位減算して請求をするが、届出等の手続きは
必要か。

県への手続きは不要である。

5 報酬
リハビリテーションマネジメント加算について、加算Ⅱと
加算Ⅲを両方申請し、利用者別に算定することは可能
か。

可能である。

平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（群馬県版）



NO 項目 質問 回答 根拠法令等

社会参加支援加算について、算定期間や提出時期を
教えて欲しい。

１月から１２月までの期間に基準に適合した場合、その
年度の３月１５日までに加算の届出を提出すれば、翌
年度内に限り、１日につき所定単位数を算定できる。
（下図参照）
例）H29.1.1～H29.12.31に基準に適合しているものとし
て、H30.3.15までに届出を行った場合、H30年度内に限
り１日につき所定単位数を加算できる。

事業所評価加算について、評価期間の１０月までに申
出を行うが、その後の手続きはどのような流れか。

事業所評価加算（申出）のあった事業所について、国
保連合会のデータにより加算の可否を県が確認し、２
月中に事業所あて通知及び県ホームページに掲載す
る。
事業所は加算の決定通知を受けた場合には、翌年度
４月から事業所評価加算を算定できる。（下図参照）

参考：県HP　事業所
評価加算について
http://www.pref.gun
ma.jp/02/d2300238.h
tml

6 報酬

7 報酬

訪問リハビリテーション　社会参加支援加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※翌年度以降提出不要（基準に適合しているか確認は必要）

評価対象期間 社会参加支援加算算定可能期間
体制届

提出期限
３月１５日

介護予防訪問リハビリテーション　事業所評価加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

対象事業所
決定通知

評価対象期間 事業所評価加算算定可能期間

体制届（申出）
提出期限　１０月１５日

※変更が無ければ翌年度以降提出不要 ・・・事業所→県
・・・県→事業所

訪問リハビリテーション　社会参加支援加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※翌年度以降提出不要（基準に適合しているか確認は必要）

評価対象期間 社会参加支援加算算定可能期間
体制届

提出期限
３月１５日

介護予防訪問リハビリテーション　事業所評価加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

対象事業所
決定通知

評価対象期間 事業所評価加算算定可能期間

体制届（申出）
提出期限　１０月１５日

※変更が無ければ翌年度以降提出不要 ・・・事業所→県
・・・県→事業所

訪問リハビリテーション　社会参加支援加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※翌年度以降提出不要（基準に適合しているか確認は必要）

評価対象期間 社会参加支援加算算定可能期間
体制届

提出期限
３月１５日

介護予防訪問リハビリテーション　事業所評価加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

対象事業所
決定通知

評価対象期間 事業所評価加算算定可能期間

体制届（申出）
提出期限　１０月１５日

※変更が無ければ翌年度以降提出不要 ・・・事業所→県
・・・県→事業所

訪問リハビリテーション　社会参加支援加算スケジュール

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※翌年度以降提出不要（基準に適合しているか確認は必要）
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

対象事業所
決定通知

評価対象期間 事業所評価加算算定可能期間

体制届（申出）
提出期限　１０月１５日

※変更が無ければ翌年度以降提出不要 ・・・事業所→県
・・・県→事業所



NO 項目 質問 回答 根拠法令等

8 報酬
サテライト事業所がある場合のサービス提供体制強化
加算の取扱いは？

主たる事業所も従たる事業所も一体的に考えて算定す
る。
（所在地に関係する特別地域加算と中山間地域等小
規模事業所加算以外は一体的に考える）

9 運営

 訪問リハビリテーション費　注１０の厚生労働大臣が定
 める基準（２）について、「（２）当該計画的な医学的管
 理を行っている医師が適切な研修の修了等をしている
 こと。」とあるが、「適切な研修の修了等」について、具
 体的にどのような研修が該当するか。

 日本医師会の「日医かかりつけ医機能研修制度」の応
 用研修のうち、「応用研修会」の項目である、「フレイル
 予防・高齢者総合的機能評価（CGA）・老年症候群」
 「栄養管理」「リハビリテーション」「摂食嚥下障害」のい
 ずれか１単位以上を取得した上で、事業所の医師に情
 報提供を行う日が属する月から前36月の間に合計６単
 位以上（前述の単位を含む。）を取得する必要がある。
 それ以外の研修は、今のところ該当はない。

 H30介護報酬改定Ｑ
 ＆Ａ　Vol.1　問60
H31.2.5削除

9-2 運営

別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受け
ていつ利用者に対し、指定訪問リハビリテーション事業
所等の医師が、自らは診療を行わず、当該別の医療
機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーション
を計画、指示してリハビリテーションを実施した場合、
当該別の医療機関の医師が適切な研修の修了等をし
ていれば、基本報酬から２０単位を減じた上で訪問リハ
ビリテーション料等を算定できることとされている。この
「適切な研修の修了等」に、日本医師会の「日医かかり
つけ医機能研修制度」の応用研修の単位を取得した
場合は含まれるか。

含まれる。なお、応用研修のすべての単位を取得してい
る必要はなく、事業所の医師に情報提供を行う日が属す
る月から前３６月の間に合計６単位以上（応用研修のう
ち、「応用研修第１期」の項目である「フレイル予防・高齢
者総合的機能評価（CGA）・老年症候群」「栄養管理」「リ
ハビリテーション」「摂食嚥下障害」及び「応用研修第２
期」の項目である「かかりつけ医に必要な生活期リハビリ
テーションの実際」「在宅リハビリテーション症例」「リハビ
リテーションと栄養管理・摂食嚥下障害」のうち、いずれか
１単位以上を含むこと。）を取得又は取得を予定していれ
ばよい。また、別の医療機関の医師が訪問リハビリテー
ション事業所等の石に情報提供をする際に下記を参考と
した記載をすることが望ましい。
「平成３３年３月３１日までに適切な研修の修了等または
受講を予定している。」

H30介護報酬改定Ｑ
＆Ａ　Vol.8　問1

10 報酬
訪問リハビリテーション費について、週１２０分が上限
だが、一日に理学療法士４０分、言語聴覚士４０分訪
問した場合、どのように算定するのか。

ケアプラン上、複数回のサービス提供を連続して行うこと
になっていれば、各サービスが２０分以上である限り、連
続していてもケアプラン上の位置づけ通り複数回算定し
て差し支えない（今回の事例は８０分＝４回分）。
ただし、訪問リハビリテーションは、１週に６回を限度とし
て算定することとなっていることに注意する必要がある。

H30介護報酬改定Ｑ
＆Ａ　Vol.1　問63



NO 項目 質問 回答 根拠法令等

11 報酬

訪問リハビリテーションについて、認知症対応型共同
生活介護では利用できないとされているが、訪問リハ
ビリテーションを実施したい場合は自費利用しかできな
いのか。

認知症対応型共同生活介護の「生活機能向上連携加
算」において、訪問リハビリテーションと同様のサービスを
利用した場合の加算がある。
この場合においては、認知症対応型共同生活介護事業
所が訪問リハビリテーション事業所に対して委託料を支
払う形となり、利用者の訪問リハビリテーション事業所へ
の支払いはない。

青本　P.600
H30介護報酬改定Ｑ
＆Ａ　Vol.1　問109


